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１．はじめに 

「地盤工学会基準 杭の鉛直載荷試験方法・同解説 -第

一回改訂版-」（以下，現行基準）は，2002 年（平成 14 年）

の改訂・刊行から約 20 年が経過しており，2018 年度（平

成 30 年度）より「杭の鉛直載荷試験基準改訂 WG」（以下，

改訂 WG）を設置して改訂作業を進めている。 

本報では実荷重を反力抵抗体とする押込み試験（図 1）

における受け台と試験杭との離隔に関する規定の改訂案

について報告する。なお，現行基準においては，基準本文

で「試験杭中心と受け台との間隔は，試験杭最大径の 3 倍

以上かつ 1.5m 以上を原則とする」と規定されている。こ

の規定は，主に反力杭を想定して規定されたものを実荷重

方式に準用したものであり，実荷重の受け台からの地中応

力の状態は詳細には考慮されていないのが実情である。 

２．受け台により生じる試験杭周面の地中応力分布 

地表面における杭径 Dsの試験杭から離隔 Xsに設置した

長方形（幅 B，長さ L）の受け台に等分布荷重 qが作用す

る状態（図 2 左）を考える。なお，離隔 Xsは，反力杭方式

での離隔に関する改訂案 1)において離隔の定義を杭中心間

隔から杭のあきに変更したことにあわせて，「地表面にお

ける試験杭の外周面と受け台の端部との最短距離」と定義

する。受け台が支える総実荷重を W，受け台の数を nとす

れば，受け台に作用する等分布荷重は q=W/(nBL)である。

地盤が弾性状態にあると仮定すれば，試験杭周面（受け台

側）の深度 zにおける地中応力の増分は，ブーシネスクが

求めた集中荷重に対する応力解を積分した「ニューマーク

の図表」を用いて求めることができる 2)。例として受け台

の縦横比が L/B＝2.0 で受け台の数が n=1 の場合について，

Xs/B=0.5～2.0 の範囲の鉛直応力増分 Δσvの深度分布形状を

図 2 に示し，離隔 Xsに応じた Δσvの最大値 Δσv,max の関係を

整理した結果を図 3 に示す。Δσv,max は離隔 Xs に概ね反比

例することがわかる。また，Xs/B=1.0 の場合に受け台の縦

横比 L/B の違いが Δσv,max の値に及ぼす影響を整理した結

果を図 4 に示す。L/B=1.0（正方形）に近いうちは Δσv,max は

L/B に概ね比例するが，L/B が大きくなっても正方形の場

合の 3 倍程度の値で頭打ちになることがわかる。これらよ

り，試験杭周面位置での Δσv,max は以下の式(1)で概ね安全

側に近似することができる。 
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図 1 実荷重を使用する場合の反力装置の例 
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図 2 試験杭周面での鉛直応力増分（L/B＝2.0 の場合） 
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図 3 鉛直応力増分の最大値と離隔の関係 

 

 

図 4 鉛直応力増分の最大値と縦横比の関係 
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すなわち，試験杭周面位置での鉛直応力度が一定以下と

なるような制限を考えることで，離隔の最小値を設定する

ことができる。 

３．表層部の周面支持力に及ぼす影響に関する制限 

図 2より受け台による地中応力増分は受け台幅 Bの 1～

5 倍程度の比較的浅い深度で最大値を示しており，これは

主に表層部の周面支持力の評価に影響を及ぼすと考えら

れる。そこで試験杭周面の鉛直応力増分 Δσvを表層部の影

響範囲で積分した値が，載荷試験規模を代表する荷重（P

とする）に一定の低減率（α1 とする）を乗じた値以下とな

るように制限することを考える。ここで，ここで鉛直応力

増分 Δσvを式(1)の Δσv,max で近似し，表層部の影響範囲が地

表面から受け台幅 Bの 10 倍の深度までと仮定すれば，こ

の関係が式(2)で表される。 
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この式を離隔 Xsの最小値を規定する式に書き改めれば， 
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となる。現行基準では離隔 Xsと杭径 Dsの比率は一定値と

して規定されていたが，式(3)によれば総実荷重 W と載荷

試験規模を代表する荷重 P の比率の影響も考慮した離隔

を設定することが可能となる。なお，載荷試験規模を代表

する荷重 Pについては，本質的には試験杭の極限支持力や

降伏支持力などが考えられるが，載荷試験の計画段階では

これらを踏まえて設定される計画最大荷重を用いるのが

現実的である。また，式(3)中の低減率 α1 については，こ

れを定量的に定めることは難しいため，過去の実績に対し

てキャリブレーションして設定する。具体的には，1971 年

（昭和 46 年）版の基準において「実荷重による反力装置

を用いるときは，計画最大荷重の 120%以上の荷重を積載

できること」との規定があったことなどを踏まえ，総実荷

重 Wが計画最大荷重 Pの 1.25 倍の場合に現行基準と離隔

が一致する式(4)を提案する。 

2s s

W
X D

P
    (4) 

４．試験杭の先端支持力に及ぼす影響に関する制限 

図 2 より，受け台からの地中応力は比較的深部まで伝播

するため，先端支持力の発現に大きく影響する杭先端位置

での有効土被り圧 σ'v0 に対する鉛直応力増分 Δσvの増加率

（α2 とする）が一定以下となるように制限することを考え

る。ここで図 2 の分布形状をみると，z/B=10 付近での Δσz

の値は概ね最大値の 2/3 程度となっており，深部での zの

影響は十分に小さくなっていることがわかる。そこで，試

験杭先端部での Δσzを式(1)（安全側に上限値を採用）の 2/3

倍で近似することとし，更に安全側に式(1)の上限値を用い

ることとすれば，この関係が以下の式(5)で表される。 
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式(5)中の増加率 α2 の制限値を明確な根拠に基づいて示

すことは難しいが，式(5)導出時に安全側に仮定しているこ

とや載荷荷重が増加するほど q が減少する影響などを考

慮すれば，α2 = 0.1 程度としても試験結果に及ぼす影響は

十分に軽減できると考えられる。これを踏まえ，以下の式

(6)を提案する。 
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５．改訂案とそれを用いた試算例例 

離隔に関する改訂案は，式(4)と式(6)の両方を満足させ，

最小値（現行基準では 1.5m）の規定を廃止するものである。

これにより図 5 に示すような重機自重を用いた実荷重方

式による小規模な載荷試験の増加が見込まれる。具体例と

して，現行基準では離隔の最小値（1.5m 以上）の規定を満

足できない 0.7m3 クラスのバックホウ（履帯幅 B=0.6m，履

帯長 L=3.6m，履帯内面間距離 1.6m，自重 W=216kN，接地

圧 q=50kN/m2）で試算した結果を表 1 に示す。なお，地盤

の有効単位体積重量は γ'=16kN/m3 とし，載荷試験規模を代

表する荷重 Pは，計画最大荷重（一般的な範囲として重機

自重 W の 60%と仮定）で試算した。杭径 Ds=0.2m，杭長

4m 程度の小径杭であれば，式(4)と式(6)を両方満足できる

ことが確認できる。 

６．おわりに 

本稿では，押込み試験基準における実荷重方式の受け台

と試験杭との離隔について，最小値の規定を廃止して杭径

に対する比率と受け台幅に対する比率の 2 項目で規定す

る改訂案を報告した。これにより従来よりも合理的な試験

計画が可能となり，載荷試験の実施促進に寄与するものと

考えている。今後，基準の改訂原案に反映する予定である。 
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図 5 重機自重を反力抵抗体とする押込み試験の例 

表 1 バックホウ（重量 W=216kN）での試算例 

計画最大荷重 P 130 kN（=0.6W） 

杭径 Ds 0.2 m 0.2 m 0.25 m 

離隔 Xs 0.7 m 0.7 m 0.675 m 

式(4)の右辺と判定 0.66 m (Ok) 0.66 m (Ok) 0.83 m (NG) 

杭長 4 m 2 m 4 m 

有効土被り圧 σv0 64 kN/m2 32 kN/m2 64 kN/m2 

式(6)の右辺と判定 0.47 m (Ok) 0.94 m (NG) 0.47 m (Ok) 

総合判定 Ok NG NG 
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